
第８期定時株主総会招集ご通知に

際してのインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

住石ホールディングス株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び当社定款第24条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレス　http://www.sumiseki.co.jp/）に掲載す
ることにより株主の皆様に提供しております。



連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社名

連結子会社の数　　　　　　　　　３社

連結子会社名　　　　　　　　　　住石貿易株式会社

　住石マテリアルズ株式会社

　泉山興業株式会社

(2) 主要な非連結子会社名　　　　　　該当なし

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社名

　　　　持分法を適用した非連結子会社　　該当なし

　　　　持分法を適用した関連会社の数　　２社

会社名　　　　　　　　　　　　　新居浜コールセンター株式会社

　泉汽船株式会社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社名等

　　　　持分法を適用しない非連結子会社　該当なし

持分法を適用しない関連会社　　　該当なし

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

　　時価法
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③　たな卸資産

主として、個別法及び総平均法による原価法

なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

採石事業部門及び一部の子会社

定額法

上記以外の資産　　　　　　定額法及び定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については、定額法

②　無形固定資産（リース資産を除く）

鉱業権　　　　　　　　　　生産高比例法

上記以外の資産　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法

③　リース資産

所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

　 (3) 繰延資産の処理方法　　　　　　 社債発行費については、社債の償還期間にわた 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り、利息法により償却しております。

   (4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため､ 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収の可

能性を検討して回収不能見込額を計上しており

ます。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

③　債務保証損失引当金　　　　　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者

の財政状態等を勘案し、損失の見積額を計上し

ております。
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④　訴訟損失引当金　　　　　　　訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する

可能性のある損失を見積もり、必要額を計上し

ております。

⑤　環境対策引当金　　　　　　　過去に所有していた豪州炭鉱において、採炭地

の環境整備費用の支出に備えるため、当該費用

の当社負担見積額を計上しております。

　 (5) 退職給付に係る会計処理の方法

　　　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

　　　に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

　　　おります。

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務につい

ては繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権

債務については振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　外貨建予定取引及び外貨建金銭債権債務の為替

変動リスクに対して為替予約取引をヘッジ手段

として用いております。

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　会社が業務遂行上さらされる市場リスクを適切

に管理することにより、リスクの減殺を図るこ

とを目的にリスクヘッジを行います。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象とヘッジ手段を直接結びつけてヘッ

ジ有効性を評価します。

⑤　その他リスク管理方法のう

　　ちヘッジ会計に係るもの

取締役会で承認を得た方針に従い、所管の長は運

営・管理し、定期的にモニタリングいたします。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

 　①　消費税等の会計処理の方法　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

 　②　連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。

 （会計方針の変更に関する注記）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結

　財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業
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　分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を当連結会

　計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

　分への表示の変更を行っております。

 （連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

　　　担保に供している資産　建物及び構築物　　　　　　　43百万円

土地　　　　　　　　　　　 948

投資有価証券　　　　　　　 589

計　　　　　　　　　　 1,581

　　　担保付債務　　　　　　長期借入金　　　　　　　　 700百万円

被保証債務（注）　　　　　 480

計　　　　　　　　　　 1,180

（注）被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償還社債に対して金融機関から

　　　保証を受けている額であります。

２．有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 2,605百万円

  ３．保証債務及び手形遡及債務等

　(1) 下記のとおり債務保証を行っております。

個人住宅ローン 借入金 262百万円

　(2) 手形割引高及び裏書譲渡高

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1百万円

  ４．事業用土地の再評価差額金計上額

　　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業

用の土地の再評価を行っております。

再評価を行った年月日　　　　　平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第

４号によるところの地価税の計算のために公表された方法により算定した価額に合

理的な調整を行う方法といたしましたが、一部については、同条第２号によるとこ

ろの国土利用計画法施行令の規定により判定された標準価格に合理的な調整を行う

方法、ないし、同条第５号によるところの鑑定評価による方法としております。
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同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価

の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

－百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　　１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 58,892,853株

第二種優先株式 7,140,000

計 66,032,853

　　２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

・普通株式の配当に関する事項

①　決議　　　　　　平成27年５月15日取締役会

②　配当の総額　　　　　　　　　　 117百万円

③　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

④　１株当たりの配当金　　　　　　　　　２円

⑤　基準日　　　　　　　　　平成27年３月31日

⑥　効力発生日　　　　　　　平成27年６月５日

・第二種優先株式の配当に関する事項

①　決議　　　　　　平成27年５月15日取締役会

②　配当の総額　　　　　　　　　　　21百万円

③　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

④　１株当たりの配当金　　　　　　　　　３円

⑤　基準日　　　　　　　　　平成27年３月31日

⑥　効力発生日　　　　　　　平成27年６月５日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

　 度となるもの

平成28年５月13日開催の取締役会において、次のとおり付議する予定です。

・普通株式の配当に関する事項

①　配当の総額　　　　　　　　　　 115百万円

②　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

③　１株当たりの配当金　　　　　　　　　２円
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④　基準日　　　　　　　　　平成28年３月31日

⑤　効力発生日　　　　　　　平成28年６月８日

・第二種優先株式の配当に関する事項

①　配当の総額　　　　　　　　　　　21百万円

②　配当の原資　　　　　　　　　　利益剰余金

③　１株当たりの配当金　　　　　　　　　３円

④　基準日　　　　　　　　　平成28年３月31日

⑤　効力発生日　　　　　　　平成28年６月８日

　　３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

　　　　除く。）の目的となる株式の種類及び数

　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　360,400株

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達に

ついては銀行借入による方針です。

デリバティブは、外貨建予定取引の為替変動リスクを回避するために利用し、投機

的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。

当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うと共に、取引先の信用状況や回収状況及び滞留債権状況を定

期的にレビューし、把握する体制をとっております｡

投資有価証券のうち､時価のある株式は取引所における市場価格の変動リスクにさ

らされていますが、定期的に時価を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり

ます。

社債及び借入金は主に運転資金に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、

金利の変動リスクにさらされております。

デリバティブ取引の状況については、通常の取引過程における外貨建予定取引の為

替相場の変動によるリスクを軽減するため取引先の要請があった場合に為替予約を

付しており、執行・管理については取引権限を定めた社内規程に従って行っており
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ます。なお、投機的な取引及び短期的な売買損益を得る取引は行っておりません。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクにさらされていますが、当社グループで

は、資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額

等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものでは

ありません。

 ２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは、次表には含まれておりません｡（（注2）参照）

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

(1)現金及び預金 2,184 2,184 －

(2)受取手形及び売掛金 1,735 1,735 －

(3)投資有価証券 743 743 －

(4)支払手形及び買掛金 　(516) 　(516) －

(5)短期借入金 　(743) 　(743) －

(6)１年内返済予定の長期借入金 － － －

(7)社債 　(480) 　(480) （0）

(8)長期借入金 　(2,000) 　(2,000) －

(9)デリバティブ取引 － － －

(*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)　現金及び預金、並びに(2)　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(3)　投資有価証券
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投資有価証券について、時価のある株式は取引所の価格によっております。なお、

時価のある有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借

対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 　432 722 　289

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 　24 　20 　△3

合計 　457 　743 　285

(4)　支払手形及び買掛金、並びに(5)　短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

　(6)(8)　長期借入金

長期借入金の時価については、運転資金のための借入であり、当該借入金利が短期

（長期）プライムレートの変動に準じて変更される契約となっているため、簿価を

時価と判断して記載しております。

　(7)　社債

社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

(9)　デリバティブ取引

①　ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。

②　ヘッジ会計が適用されているもの　：当連結決算日において、該当するものはあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　りません。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,267百万円）、関連会社株式（連結貸借

対照表計上額1,007百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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    （注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

1年以内

現金及び預金 　2,184

受取手形及び売掛金 　1,735

投資有価証券
その他有価証券のうち満期があるもの

　－

合計 　3,919

（賃貸等不動産に関する注記）

当社の連結子会社である住石マテリアルズ株式会社では、東京都その他の地域にお

いて、賃貸用の土地等を有しております。平成28年３月期における当該賃貸等不動産

に関する賃貸等損益は10百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸等費用は営業外

費用に計上）であります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の
時価当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度

増減額
当連結会計年度

期末残高

　5,017 　△180 　4,836 　4,082

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち､主な増減額は旧事業用土地の売却（△164百万

円）、減損損失（△10百万円）及び減価償却費（△５百万円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による

不動産鑑定評価書に基づく金額を基礎とし、その他の物件については第三者か

らの取得時や直近の評価時点の価格をふまえ、一定の評価額や適切に市場価格

を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該

評価額や指標を用いて調整した金額によっております。また、当連結会計年度

に新規取得したものについては、時価の変動が軽微であると考えられるため、

連結貸借対照表計上額をもって時価としております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 138円24銭

１株当たり当期純利益 17円35銭

（重要な後発事象に関する注記）

　　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却方法

 　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　定率法

 　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　 自社利用のソフトウエア　　　 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

　(3) 引当金の計上基準

 　①賞与引当金　　　　 　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、　

　　　　　　　　　　　　　　　　支給見込額に基づき計上しております。

 　②退職給付引当金　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職　

　　　　　　　　　　　　　　　　給付債務に基づき計上しております。なお、退職給　

　　　　　　　　　　　　　　　　付債務の金額は、期末自己都合要支給額としており　

　　　　　　　　　　　　　　　　ます。

(4) 繰延資産の処理方法

　　社債発行費については、社債の償還期間にわたり、利息法により償却しております。

(5) その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

 　①消費税等の会計処理の方法　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

 　②連結納税制度の適用　　　　 連結納税制度を適用しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産に係る減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　３百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属する項

目ごとの金額は次のとおりであります。

短期金銭債権 56百万円

短期金銭債務 47

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 440百万円

貸付金利息 39

受取配当金 700
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,057,762株

５．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 12百万円

税務上の繰越欠損金 　　44

その他 6

　　　小計 63

評価性引当額 △59

繰延税金資産合計 4

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等
の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で
成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行
われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税
率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日
に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４
月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％にな
ります。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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６．関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

種類
会社等の
名 称

住 所
資本金
 又は
出資金

事業の内容
議 決 権
等 の 所
有 割 合

関 係 内 容
取 引 の 内 容

取 引
金 額

科 目
期 末
残 高役員の

兼任等
事業上の
関 係

子会社
住石貿
易 ㈱

東 京 都
港 区

100 石炭事業

所有
直接
100％

兼任
7人

経営指導
及び資金
支援

経営指導料の
受取(※１)

422 － －

資金の貸付
（※３）

6,433

関係会社

短期貸付

金

2,534

資金の回収
（※３）

5,990 － －

貸付金利息
の受取（※
２）

37 － －

子会社
住石マ
テリア
ルズ㈱

東 京 都
港 区

100
新素材事業、
採石事業

所有
直接
100％

兼任
6人

経営指導
及び資金
支援

経営指導料の
受取（※１)

18 － －

資金の貸付
（※３）

350 － －

資金の回収
（※３）

350 － －

貸付金利息の
受取（※２)

1 － －

受取配当金
700 － ー

被担保提供
(※４) 1,581 － －

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含めております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
(※１)経営指導料は、業務内容を勘案して決定しております。
(※２)取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。
(※３)同社の運転資金として貸付けたものであります。
(※４)被担保提供は当社の銀行借入1,180百万円について担保提供（不動産及び投資有価証券）を受け　
　　たものであります。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 36円36銭

１株当たり当期純利益 12円13銭
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